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【研究ノート】
一般均衡アプローチによるベビーブームと
年金制度のシミュレーション分析
宮崎 憲 ムロ９１ 
概要
本稿では，集計ショックに従うＯＬＧモデルにより日本経済の年金分析
をおこなう。ＯＬＧモデルは経済主体の生存期間が有限のモデルである。
ここでの集計ショックは人口ショックである。今の団塊の世代といわれて
いる人たちの人口を，正の人口ショックの結果と考えてモデルを作成して
いる。いわゆる団塊の世代が年金を受け取る前に，抜本的な改革が必要だ
とこの論文は示唆している。
１はじめに
高齢化社会での年金制度についての議論は，国内外に問わず，最近の重
要な経済問題の一つである。特に現行の賦課方式は，世代間の一種の契約
であるから，人口構造との考察は不可欠である。本章の目的は，日本デー
タをもとにして，人口構造の変動を外生的な確率ショックと考える一般均
衡ＯＬＧモデルを構築して，高齢化社会での年金制度について考察するこ
とである。一般均衡ＯＬＧモデルもしくはライフサイクル－般均衡モデル
をつかったシミュレーション分析は，AuerbachandKotlikoff［ｌ］に代
表されるように様々に利用されている。日本においても本間他［10］が良
く知られている。ただ，彼らの分析は主に定常状態の比較が中心で，確率
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ショックに対する反応といった分析はおこなっていない。本章はLee[７］
の人口モデルに着目したRios-Rull［８］モデルにしたがって，確率変数
の入った一般均衡ＯＬＧモデルを作成して，年金制度についての考察をお
こなっていく。つまり戦後のベビーブームを人口構造モデルの大きな確率
ショックと解釈したモデル作りをおこなう。
一般均衡ＯＬＧモデルをつかった年金分析の最近の動向を概観する。日
本においては田辺他［９］が日本の制度も含めて詳しい。Imrohogluc/
αＬ［６］は個々人が事前的には同じであるがそれぞれ事後的に違ったシ
ョックを受けるモデルに関して年金制度を考察している。Cubeddu［３］
は合衆国での人種別，男女別，学歴別を考察している。ただし，これらは
あくまでも定常状態の分析であり，また人口変動は考えていない。
ＨｕａｎｇｅＭＬ［５］は年金制度が積立方式から賦課方式に移行したときの
政策変更の厚生を比較している。ただし人口変動は彼らの関心外である。
CooleyandSoares［２］は人口変動下での年金制度（賦課方式）が維持
可能かどうかを４期ＯＬＧモデルをつかって考察している。結論は年金制
度は維持できないというものである。一般均衡モデルでなく同時方程式モ
デル等で分析している例もいくつかあるが，ここでは紹介しない。
本章の構成は以下の通りである。まず次節で一般均衡ＯＬＧモデルの外
生変数に当たる人口変動について簡単なモデルを構成する。３節ではそれ
をもとに２つの年金制度下での一般均衡ＯＬＧモデルの均衡を定義する。
４節では日本のデータを参考にして係数を特定化して，モデルを解きベビ
ーブームのときのそれぞれの厚生を比較する。５節では結論を述べる。
２人ロ構造モデル
各経済主体の年齢階級をＩ等分する経済を考える。年齢階級ノまで生
存したという条件の下で/＋１になっても生存するという条件付き確率を
sｶﾞとする。このパラメータ値は期間を通して一定と仮定する。次に第/期
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における人口構造を考える。ある第ｔ期にはそれぞれ１種類の違った年
齢階級の経済主体が存在する。ﾉﾋﾑｶﾞ,ｔを第/期での年齢階級/の人口数とす
る。次の期(/＋1)で新しく生まれる人口数は仇`+'となる。この値は
Lee［７］にしたがって次のように決定されると仮定する。
/α1,t+,＝Ｚｄｶﾞﾉ〔ｚｉ,t＋zｔ
ここで仇は年齢階級ｊの出生率を意味しておりまたＺｒはＡＲ(1)にした
がう，つまり
ｚｔ＋'＝pZt＋レビ＋’
と仮定する.ただしし‘+1は独立同分布にしたがう。これらのパラメータ
値は一定と仮定する。
このように考えれば人口構造は次のようにあらわせる。
llljlli 血０地 九００ Ｉ 沽乎ｎＵｎＵ i(|i)(１） ００ ００ Sノー１０ 
これを更に簡便化して
(堂I)-F(::川！
と表記する。線形代数の基本的性質の一つに
′(（)-P(i） 
となる固有値と固有ベクトルが存在する。その中での最大固有値からｌ減
じたものを，この人口構造モデルの成長率とし，それに対応する固有ベク
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トルを定常分布とおく。ここでの最大固有値が正であることと，それに対
応する分布が一意に存在することはPerron-Frobeniousの定理より保証
されている。
以下日本のデータをもとに人口構造モデルを形成する。まずｊは年齢階
級インデックスとする。年齢階級は５歳おきにする。そして最長89歳まで
生存するとする。よってＩ＝１８である。平成７年簡易生命表より死亡確
率ｓｆを計算する。ここでは男女を区別しない。平成７年人口動態統計
(上)第４表の1995年の母の年齢（５歳級）別全国出生数を少とする。母
の年齢14歳以下の出生数と不詳値は無視する。平成７年国勢調査より１９９５
年の年齢階級別人口を鰹95,iとする。９０歳以上の人口をすべて85から89歳
までの人口に含める。これらをもとに出生率は。`＝山5,,‘〃95,ｉＺｌ=,くんで
ある。
次に係数,ｏを推計する。大きな戦争の後には出生数が極端に増えると
いうズント法則がしられている。日本の戦後から現代に至までの人口変動
をわれわれのモデルの枠組みでは（第１次）ベビーブームを１度の確率シ
ョックと考える。1950年を最初にショックを受けた状態と仮定して，その
時のベビーブームの大きさと係数,ｏをそれ以後から1995年までの実際の
年齢階級別人口との残差二乗和を最小にするように選ぶ。そうして選ばれ
たのが1950年の総人口の約６５パーセントのベビーブームと,o＝0.83であ
る。０から４歳までの人口を実際のデータと推計値とで比較すると図１の
ようになる。
次に初期状態を1995年として将来人口を予測していく。国立社会保障・
人口問題研究所が平成９年１月に推計した日本の将来人口とわれわれのモ
デルによる推計値を比較すると図２のようになる。われわれのモデルは同
研究所の低位推定を少し上回る程度である。こうした違いは男女別や婚姻
率や離婚率等を考慮に入れたことより出生率の違いによる。つまり，主に
1995年の出生率を中心にモデルを作っており，同研究所は1980年の出生率
が中心になっている点である。われわれのモデルの出生率では2005年に総
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図１：０才から4才までの人口
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図２：将来人口予測
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図３：老人人口割合
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人口のピークとなるが，その後人口は減り続け100年後にはほぼ半分にな
ると予想される。人口維持のためには何らかの対策が必要と考えられる
が，ここでは取り扱わない。また図３では老年（65歳以上）人口割合の比
較を示す。
３一般均衡モデル
ここでは前節での人口構造モデルを外生的確率変数として，一般均衡
OLＧモデルを構成していく。Ｑ,‘を第/期にうまれた経済主体の年齢階
級ｊの一人当たりの消費とすればこの経済主体の死ぬまでの期待総効用は
Ｉ 
ｚ(Ⅱ;三lsj)βfz`(c心`）
f＝１ 
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となる。ここで
噸に)-号
とする。βは時間選好率，γは相対的危険回避度をあらわすパラメータで
ある。伽を第ノ期にうまれた経済主体の年齢階級ノの－人当たりの資産
とすればこの経済主体の予算制約式はα1,ｔ＝α,+1,ｔ＝０とし，ノー2,…,Ｉで
Ｃｆ,`＋s‘α‘+,,`＝Ｒｔ十㎡-,α`,t＋(1－て,+'-,)Ｗｌ+`-,eｶﾞ＋Ｂ`+`_，
となる。ここでＲは利子率，ｅは労働の効率性，Ｗは効率あたりの賃金
とする。さらに丁は年金保険率，Ｂは年金給付額である。
各経済主体を年齢階級を幼年期(ノー1,...,1i)，壮年期(ノーIi＋1,…,Ｌ)，
老年期(ノーＬ＋1,…,Ｉ)に区分する。幼年期には意思決定能力がないとす
る。つまりα,＝０及び』＝1,…,Iiに関してＣｆ＝α`+,＝０である。老年期に
は労働の効率性がなく年金生活を送るとする。つまりノーIi＋1,…,Ｌに関
してｅ`＝０である。
年金は２種類の賦課方式を考える。ケース１は，年金保険率を一定化
＝て)として，年金給付額を変化させる場合である。つまり
Ｊ Ｉ２ 
ＢｔＺノリ`,t=こてＷｉＺノLzi,ｔｅｉｉ＝Ｊ２＋１ ビーＪ１＋１
となるようにＢ,を定める場合である。しばしば多くの一般均衡ＯＬＧモ
デルで用いられている。次にケース２は，年金給付額を平均年収の100％
ﾊﾟｰｾﾝﾄをある程度保証して,つまりB-六苑wiH…として，
Ｉ２ Ｊ 
ｎＷｔｎＭｆ=B臘瞳易,此‘ｆ＝Ｊ１＋１ 
となるようIこztを定める場合である。CooleyandSoares［２］はこの二
つのケースが同時に満たすように，均衡を定義しているが，われわれのモ
デルは一方を固定化している。
生産部門はコブダグラス関数によって記述できるとする。第/期の総生
１４０ 
産額は
Yl＝ＡＫ１Ｌｌ－０ 
である。ここでＫｈＬｔは第/期の総資本，総労働投入量である。このと
き完全競争下での利子率と効率あたりの賃金はそれぞれ
凡-1-6+A(烏)w,昨A(告)。
となる。
これらをもとにそれぞれのケースの均衡を定義する。
定義：ケースｌの逆向競争均衡（Recursivecompetitiveequilibriu、）
とはｒを所与として次の条件を満たす評価関数（valuefunctions）、(α，
似,z)}；望fと意思決定関数（decisionrules)｛cj(`Ｍ,z)}!=,,(α'‘(α,ノリ,ご)}!±ｆ
と政策関数（policyfunction）Ｂ(α,ノリ,z)と価格関数（pricingfunc
tions）Ｒ(α,ﾉα,ご),Ｗ(α,仏z)と集計関数（aggregatefunctions）Ｋ(α,仏
z),Ｌ(α,似,ご)によって構成される。
１．評価関数と政策関数はα,＝０及びノー1,…,Iiに関してＶｌｉ＝｡＝
αｶﾞ+,＝０であり，ノーIi＋1,…,Ｉに関しては次の動的計画問題によって
得られる。
砥(`Ｍ,z)＝'B野〃(c)＋βSME(川(αＭ,z')),ルー０
ただし，制約条件はつぎの通りである。
（二)-F(:)+ｿ，
Ｃｆ＋sdα'`＝Ｒａ：＋(１－「)ＷＣＡ/＝Ii＋1,…,Ｌ）
＝Ｒａｶﾞ＋Ｂ(ノー１２＋1,...,1)，
B-r署二二十差竺
α；＝ぬ+1.
2．集計関数は次によって定められる。
(１） 
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Ｊ ノ
K(`い,Ｚ)=菖ｌｕ,α;,L(α,“)=菖陥
3．価格関数は次によって定められる。
Ｒ(`Ｍ-1-6+A(妄)w,W(…)-A(砦)（
4．資源の分配は実現可能（feasible）である。つまり
Ｉ 
ヨノ仏心＋s‘α;)二=(1-8)Ｋ＋ＡＫ，L'-6．ゴー１
定義：ケース２の逆向競争均衡（Recursivecompetitiveequilibriu、）
とは式（１）のかわりに次の式におきかえたケースｌの条件を満たす評価
関数（valuefunctions）（Ｖ(α,｣u,z)}{=,と意思決定関数（decisionrules）
{Ｃｆ(α,似,z)}{=,,{α；(ＣＭ,ご)}1二}と政策関数（policyfunctions）で(ＣＭ,ご)，
B(α,仏z)と価格関数（pricingfunctions）Ｒ(α,ﾉα,ご),Ｗ(α,仏z)と集計
関数（aggregatefunctions）Ｋ(α,｣α,z),Ｌ(α,似.ご)によって構成される。ルョ》仏帆
〃》佃
刷皿咽
一
一
一
一
Ｂ
で
以上の定義を満たすような均衡を見つけるために，次節で係数を特定化
して計算する。計算方法はHansenPrescott［４］のアルゴリズムを修正
したやり方で，基本的にRios-Rull［８］の補論に書かれているものとほ
ぼ等しい。簡単にその手順を述べると次のようになる。
ステップ１Gauss-Seidel法等により定常解を見つける。
ステップ２効用関数を定常解上で２次形式に近似した動的計画問題にす
る。
ステップ３ある評価関数列をあたえる。
ステップ４それらをもとに動的計画問題を解き，意志決定関数等を求め
る。
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ステップ５
ステップ６
それらをもとに新たに評価関数列を求める。
以前の価値関数列と新たな価値関数列とを比較し，ほぼ一致
していたらここで計算を終えるが，そうでなければ価値関数
列を更新してステップ４に戻る。
４力リブレーション
ケース１とケース２の年金制度についてベビーブームが発生したときの
それぞれの世代の厚生を比較する。はじめに日本の実際のデータをもとに
各係数を特定化してモデルを解く。前述の人口構造モデルをつかうので
I＝１８でIi＝3,Ｌ＝１３とする。さらに人口構造モデルのＦのなかの,o以
外の諸変数を成長率（最大固有値）で除することによって，人口成長率が
ゼロになるように基準化する。また初期状態の人口は1に基準化する。
平成８年度家計調査年報第７表（pl89）の1996年の世帯主の年齢階級
別一世帯当たり年平均１ヶ月の実収入よりｅﾊﾞﾉｰ1,…,18)を計算する。
このときデータでは24歳以下については同じに扱われているのでｅ,＝e2＝
e3＝0,e4＝e5とする。また65歳以上の実収入は無視してｅｉ＝0(に14）とす
る。また己!=,雌－１となるように基準化する。
労働分配率は１－０＝0.66とする。減価償却率は６＝0.1（５年分）とす
る。時間選好率はβ＝0.9（５年分）とする。相対的危険回避度はｏ＝1.5
とする。Ａ＝１に基準化する。これらの値はしばしば用いられる値であ
る。両ケースの定常状態が同じになるようにx＝0.6,で＝0.324とする。こ
のときの定常状態年金は0.636,定常利子率は1.29（年間約６パーセン
ト)，定常効率あたり賃金は0.62である。人口の初期状態を1950年として，
そのとき６５パーセントの人口ショックをあたえる。ただ1950年の各世代
別の資産についてわからないので，定常状態と仮定している。図４は利子
率の変化である。ケース１とケース２ではほとんど違いがないので，煩雑
にならないようにケースｌだけ図示する。1955年からの高い利子率が下が
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図４：利子率
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って定常状態に近づいている。実際これほど高い利子率（年間12パーセン
ト）であったかどうかは若干疑問が残るが，利子率が下がっている現状は
反映している。さらにこのモデルの示すところによれば，最初高かった利
子率が定常利子率に近づくときに，一度定常状態を下回っていることであ
る。2005年頃がもっとも低くなる。図５は保険率の変化である。ケースｌ
は固定である。ケース２では最初の頃の低い保険率が示されている。最初
は所得の５パーセントにすぎなかった保険率がぐんぐん上昇している。
それぞれのケースの各世代の総効用を表１にまとめる。われわれのモデ
ルでは14歳まで消費ゼロを仮定しているので，総効用は
Ｉ 
Ｚ（Ⅱ;二}1sj)βi-l0-lz‘(c‘,f）
i＝J1＋1 
として計算する。定常状態の時の総効用は-17.73である。ケース１の時
には1990年生まれの人が一番効用が高くて，ケース２の場合には1955年生
まれの人が効用が高くなっている。
このように，年金制度の扱い方によって，ベビーブームの評価が大きく
違っていく。年金制度の扱い方によって，ベビーブームの評価が大きく違
っていく。従来の年金を含んだモデルは多くはケースｌを採用している
が，ショックに対する反応や世代別総効用を見る限り，ケース２のほうが
現実を反映しているように思える。ベビーブーマーおよびその後１０年の問
に生まれた世代の総効用がもっとも高くなっている。さらに総効用は後の
世代になればなるほど低くなっている。
さて次にケース２に限って若干の感度分析を行う。その結果は表２にま
とめられる。パラメータの1つを変化させた次の６つのケースを考える。
ケースＡとして×＝0.5の場合を考える。年金支給額を平均年収の半分に
減らした場合である。ケースＢとしてβ＝1.1の場合を考える。時間選好
率を１以上にした場合である。これは，経済主体は後の消費に十分重きを
置くことを意味する。無間期間生存するモデルではこのとき解が存在しな
いが，ＯＬＧモデルは有限期間であるのでこの時でも解を持ちうる。ケー
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表１２つの制度のもとでの厚生費用
まれた：－ス１ケース２－ス
１９３５ １９．０６９ １６４２０ 
１９４０ －１８．７８９ 1６．２６６ 
１９４５ －１８．５６１ －１６．１６１ 
１９５０ １８．３５４ －１６．０９６ 
１９５５ １８．１４２ 
１９６０ １７．９６０ －１６．０６５ 
1965 －１７．８０９ １６．１０７ 
1970 －１７．６９４ １６．１８７ 
１９７５ １７．６１５ －１６．３０５ 
１９８０ １７．５６８ －１６．４５０ 
１９８５ －１７．５３７ １６．６１１ 
１９９０ －１６．７８０ 
１９９５ －１７．５３１ 1６．９５０ 
２０００－１７５５２ 
２００５－１７５９１ 
１７．５５２ －１７．１０３ 
０ ５ １７．１９８ 
２０１０ －１７．６２５ １７．２７６ 
２０１５ －１７．６４９ －１７．３４５ 
２０２０ １７．６６３ －１７．４０８ 
２０２５ １７．６６７ １７．４６９ 
２０３０ －１７．６６８ －１７．５３２ 
スＣとして◎＝0.8の場合を考える。相対的危険回避度をより中立的(ぴ＝
0)にした場合である。ケースＤとしてｏ＝2.5の場合を考える。相対的危
険回避度をより回避的にした場合である。ケースＥとして８＝０２の場合
を考える。減価償却率を20パーセント（５年）にした場合である。ケース
Ｆとしてβ＝0.3の場合を考える。労働分配率が70パーセントに増えた場
生 れた年 ケー ケース２
1935 -19.069 -16.420
1940 -18.789 - 6.266
1945 -18.561 -16.161
1950 -18.354
1955 -18.142 －１６．０６Ｚ 
1960 -17.960 -16.065
- ８ -
-17.694 -16.187
1975 -17.615 -16.305
1980 -17.568 -16.450
1985 -17.537 -16.611
1990 －１〆525 -16.780
1995 -17.531 －１
2000 － -17.103
2005 -17.591 -17.198
2010 -17.625 -17.276
2015 -17.649 -17.345
2020 -17.663 -17.408
2025 -17.667 -17.469
2030 -17.668
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表２：感度分析
スＦスＢ スＣ ス， スＥ
３６．５７１ ８．９８３ １７．２６５ １６．０３４ １９３５ １６．２８６ 
－４４６７７ ３６．６７３ ８．６２７ １７．０６５ １５．９０３ １９４０ １６．１０８ 
３６．７３４ ８．３６９ １６．９３６ －１５８２０ １５．９８０ －４４８３３ １９４５ 
8.185 １６．８５７ －１５．７７５ １５．８８７ ５０４４ １９５０ 
３６．７６２ －８．０５０ １６．８１８ １５．７６１ ４５．３１４ １９５５ 
１６．８２３ －１５．７８２ ４５．６２９ ３６７２９ １９６０ １５７９５ 
３６．６６６ ７．９８８ 1６．８７１ －１５．８３８ －４５９６６ １９６５ １５．８０３ 
－１５９２９ －４５．３１１ ３６．５ 8.061 １６９６０ １５８４６ １９７０ 
３６．４５７ ８．２０９ －１７．０９１ 16.055 ４５６４４ 1975 １５．９２３ 
３６．３２１ －８．４１２ １７２５４ １６．２０７ －４６．９４６ １９８０ 1６．０２６ 
８．６４４ １７．４３５ １６．３７４ ４７．２３２ ３６．１７４ １６１４４ １９８５ 
１６．５４６ ３６．０２６ ９０３ １７．６２５ １９９０ １６．２ 
９．１８３ 1７．８１３ １６．７１６ ４７７６７ ３５８８４ １６．３９９ １９９５ 
１６．８６７ －７６２ ９．４５０ ７９８０ －４７．９８８ １６．５１６ ２０００ 
１６．９５７ ３５．６８８ －９．６１８ １８０８２ ４８１４１ ２００５ １６５９２ 
１８．１６５ １７．０３０ ５．６２９ ９．７５７ －４８．２６１ ２０１０ １６．６５４ 
１８２３９ １７．０９６ ９．８８１ －４８．３６７ １６．７０７ ２０１５ 
－１８３０８ １７．１５８ ９．９９０ －４８．４６４ １６．７５５ ２０２０ 
１８．３７５ －１７．２１８ ３５．４７７ １０．０９３ ４８５５ １６．７９９ ２０２５ 
１７．２８１ １０．２０２ １８４４４ ４２８ －４８．６４６ ２０３０ －１６．８４４ 
－１８．６７２ １７．４７８ １０．５０６ －４８９１３ －１６．９９６ 吊状態
合を考える。これらのケースについての生まれた年別の総効用を表２にま
とめる。ケースＢ，Ｃ，Ｄ以外は先の結果と変わらない。これより示され
ることは，経済主体が後の消費に重きを置くほど，もしくは危険中立的な
行動をとるほど，ベビーブーマーもしくはそれ以前の人の効用が高くなる
生まれた年 ケースＡ ケー ケー ケー ケー ケー
1935 -16.286 －４４．５６９ 3 - -17.265 -16.034
1940 -16.108 -44.677 3 - － -15.903
1945 - -44.833 36734 -8.369 -16.936 -15.820
1950 -15.887 -45.044 36.753 - -16.857 -
1955 -１５．８２２ -45.314 3 -8.050 - -
1960 -15.795 -45.629 3 ．７２ -７，８５ -16.823 -15.782
-15.803 -45.966 3 -7.988 - 6.871 -15.838
1970 -15.846 -45.311 3 ７５ -８．０６１ - ．９６ -15.929
- -45.644 3 -8.209 -17.091 -１６．０５５
1980 - 6.026 -46.946 3 - -17.254 -16.207
1985 -16.144 -47.232 3 - -17.435 -16.374
-16.270 -47.509 3 -８． － -16.546
1995 -16.399 -47.767 3 ．８８ - - 7.813 -16.716
2000 - -47.988 3５． - -17.980 -
2005 - ．５９ -48.141 35.688 - - ．０８ -
2010 -16.654 -48.261 3 - -18.165 -17.030
2015 -16.707 -48.367 3５．５７５ -9.881 -18.239 -
2020 -16.755 -48.464 3５．５２５ - -18.308 －
2025 - -48.555 3 -10.093 -18.375 -17.218
2030 -16.844 -48.646 3５． -10.202 － ．４４ -17.281
定常 -16.996 -48.913 3５．２７０ -10.506 -18.672 -17.478
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ことである。もちろんこれらの感度分析によって定常利子率などが変化し
ている。しかし，ここでは深く立ち入らない。
５結論
この章はまず戦後のベビーブームを確率ショックと解釈して，確率的一
般均衡ＯＬＧモデルを構築して，２つの年金制度のもとでのベビーブーム
によるの各世代の厚生の比較等をおこなった。我々のモデルでは年金制度
の設定の仕方でベビーブームによる各世代の厚生が変わってくる。ただ，
より日本の現状を説明していると思われるほうでは，ベビーブーマーもし
くはその後10年の間に生まれた世代の厚生がもっとも高くなっており，そ
の後，効用はだんだん下がっていくことが示されている。
最後に今後の課題をいくつかあげる。まずモデルの精繊化である。われ
われのモデルは基本的には世代内では同質経済である。実際，世代内の所
得格差が年齢と共に増加しているという現状がある。さらに税金の問題は
一切捨象しているので，人口構造と税制との関連も重要な研究課題であ
る。われわれのモデルは年金制度（賦課方式）をある意味で義務化してい
る。CooleyandSoares［２］は彼らの意味での民主制度下ではベビーブ
ームによって年金制度（賦課方式）は維持不可能といっている。
最後に，この章では厚生比較をおこなっているが，政策提言はしていな
い。目下，年金制度の民営化をふくめて制度改革が活発に議論されてい
る。こうした点を考慮したモデル作りが望まれる。これらのことはすべ
て，今後の課題である。
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